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主 文 

 
 被告人株式会社Ａを罰金２７００万円に、被告人Ｂを懲役１年に処する。  
被告人Ｂに対し、この裁判が確定した日から３年間その刑の執行を猶予する。  
訴訟費用は被告人両名の連帯負担とする。  
 

理 由 
 

（犯罪事実）  
 

 被告人株式会社Ａ（以下「被告会社Ａ」という。）は不動産の賃貸等の事業を営む株式会

社、被告人Ｂは被告会社Ａの実質的経営者としてその業務全般を統括していた。  
 
[…]  
 

（量刑の理由）  
 

 本件は、被告会社Ａの実質的経営者であった被告人Ｂが、被告会社Ａの１事業年度分の法

人税及び地方法人税の確定申告をせず、これらの税を免れたという、単純無申告ほ脱による

法人税法違反、地方法人税法違反の事案である。  
 

 ほ脱額は合計約１億０８００万円と高額である。 

 

 被告人Ｂは、本件以前から被告会社Ａの確定申告を行わず、所轄税務署からたびたび 

調査・指摘を受け、かつ、判示事業年度の収入の大半を占める雑収入につき、自ら相手方と

交渉に当たり、債務免除益につき税務コンサルティング会社に相談もしていたのであり、判

示事業年度の申告・納税義務を認識していたことは明らかである。 

 

 そのような状況のもと、被告人Ｂは、無申告の理由につきめんどくさがりの性格だったな

どと述べ、また、無申告だけでも犯罪になるとは当時知らなかった旨述べるところ、弁護士

として、法令に通じ社会正義の実現を目指すべき立場にあることに鑑みれば、その納税意識

の希薄さには 一層の非難が妥当する。 

 

 被告人らの刑事責任は軽いものではないが、被告人Ｂが、被告会社Ａの現代表取締役とし

て、法人税及び地方法人税の本税の全額を納付したこと、被告人らに前科がないことは、量

刑上相応に考慮すべきである。  
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